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事業・取組評価

施策体系コード

施策体系コード

2-1

【環境】に関する学習活動の推進【札幌らしい特色ある学校教育】

教育課程担当課 就学前・義務教育・高

「環境首都・札幌」宣言に基づき、「さっぽろ地球環境憲章」を制定した札幌の市民として、四季
折々の美しい自然と豊かな文化を次世代に伝え、地球と札幌のよりよい環境を創造しようとする心
を培う。

　全ての園・学校が、環境に関わる取組を重点的に行う「さっぽろっ子環境ウィーク」を機会に、
出前授業等を活用した環境に関わる学習を推進したり、子どもたちが地域の清掃活動等に取り組ん
だりするなど、課題探究的な学習やさっぽろっ子自治的な活動において、環境に係る取組を推進し
た。
　環境局と連携し、環境局の事業を活用しながら、子どもの環境に対する意識向上を図った。

　「さっぽろっ子環境ウィーク」を機会に園・学校の取組を見つめ直し、活動の推進・充実を図る
ことができた。
　通常の授業と環境教育の連動性を一層高めていくことが課題であり、環境局が進める取組とのつ
ながりを大切にしながら、子どもが主体となる活動の充実を図る必要がある。

　「さっぽろっ子環境ウイーク」を機会に、各園・学校が環境に係る取組を充実できるよう、引き
続き、好事例を示すなど働きかけていく。
　また、各校の取組の充実につなげていけるよう、環境局と連携しながら、環境に係る事業と通常
の授業との関連性について、引き続き周知を図る。

2-1

【読書】に関する学習活動の推進【札幌らしい特色ある学校教育】

教育課程担当課 就学前・義務教育・高

読書により言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かにするとともに、知的好奇心を
ふくらませ、一生涯にわたり学び続けようとする心を培うために、学校図書館司書や学校図書館ボ
ランティアを派遣し、教育活動の様々な場面における学校図書館の活用の充実を図る。

　全中学校に学校司書※25を配置するとともに、小学校72校に学校図書館ボランティアを派遣し
た。
　学校司書と司書教諭の合同研修を実施したほか、他機関と連携しながら学校司書対象の研修を４
回実施した。そのうち１回は各区ごとに中学校図書館で実施した。
　「特色ある図書館活用展示会」を実施。中学校３校が中央図書館と連携し、図書委員の推薦本の
書架づくりやPOP展示、オリジナルのブックリストを通した図書紹介などの図書展示を行った。

　研修により、学校図書館の役割などを周知するとともに、学校司書の資質・能力の向上を図るこ
とができた。また、中学校の図書館で研修を実施することで、より具体的な実践交流を行うことが
できた。一方、研修成果を各校の取組に生かすことには、各校の実態の違いなどにより、他校の取
組をそのまま生かすことが難しいといった課題が見られた。
　「特色ある図書館活用展示会」では、図書委員が主体となった取組を発表するなど、自治的な活
動と関連した学校図書館活用を啓発することができた。
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　学校司書を対象とした研修の充実を図ることで、業務の質の向上に努め、学校ごとの格差縮小を図るととも
に、アンケート等を実施し、業務内容の実態把握や業務改善、開放司書業務との内容整理につなげる。
　中学校司書がパートナー校区の小学校に対して学校図書館運営の助言を行うなどの機会を創出し、小中一貫
した札幌らしい読書環境の充実を図っていく。
　「特色ある図書館活用展示会」では、中学生が中央図書館内の図書展示を行うなど、中央図書館と連携しな
がら、特色ある取組の活性化を図る。
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※25　学校図書館の運営の改善及び向上を図り、児童又は生徒及び教員による学校図書館の利用の一層の促進に資するため、専ら学校図書館の職務に従事する職員のこと。
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事業・取組評価

施策体系コード

施策体系コード

2-3

特別支援学級・特別支援学校における進路探究学習の充実

学びの支援担当課 義務教育・高

特別支援学級及び特別支援学校において、子ども一人一人が現在や将来に希望をもち、その実現を
目指して生き方や進路について考えることができるよう、小学校段階では進路先となる中学校、特
別支援学校及び地域の企業等と連携した学校見学や職業体験を推進するほか、中学校、高等学校段
階において子どもの実態に応じた職場体験学習などの充実を図る。

　Ｒ７年度は、特別支援学級を設置する市立中学校95校のうち、地域のスーパーや就労支援事業所
での職場体験実習を実施する本事業活用校が34校となり、活用率は約36％であった。また、75の企
業・事業所に協力いただいた。

　本事業の活用校数はＲ６年度と同程度であったものの、協力企業は、福祉事務所だけではなく、
一般企業や保育園等の業種へと拡がり、協力企業数は大幅に増加した（Ｒ６：54企業→Ｒ７：75企
業）。
　事業を効果的に活用しているか、生徒の実態にあった実習先が開拓できているかという点で、学
校間に差があることが課題である。

　より多くの学校において、本事業の理解促進と効果的な活用を図るため、「特別支援学級担当者
連絡協議会」等の研修を通じて、事業の意義や具体的な好事例を引き続き発信する。中学校の担当
者に加え、管理職や小学校教員にも本事業の情報を届け、小中学校間のキャリア教育等の連携強化
を図る。

2-3

市立高校における地域との連携・協働の強化

学びのプロジェクト担当課 高

高校と地域をつなぐコーディネート機能の充実等により、市立高校各校と地域関係団体との連携・
協働を強化した取組を推進する。

　担当コーディネーターを学校ごとに配置することで、各学校の課題や目的に合わせた地域と連携
した教育活動を推進できた。具体的には、教育課程の企画・運営・支援、地域資源の発掘、学校・
地域間の連絡調整・情報提供、大学・民間企業との連携・協働を進め、学校の教育活動を支える
「学校応援団※26」の設置を実現した。

　各校の特色やスクールミッション実現に向けた取組を検討・実施することにより、生徒の学びが
充実したものと考える。
　１コーディネーターが担当する学校数が多く、新たにコーディネーター人材を確保することが課
題である。

　今後も、社会に開かれた教育課程の実現を目指し、Ｒ８年度は一団体が担当する学校数を減ら
し、より手厚く学校をサポートする体制を整えることにより、地域社会と関わる教育課程の企画・
運営・支援や、地域資源の掘り起こし及び学校・地域との連絡調整・情報提供、大学・民間企業と
の連携・協働などを強化していく。
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※26　高校で行われる様々な教育活動を支える外部の任意団体のこと。地域の企業や団体等が参画し、総合的な探究の時間や、部活動・生徒会活動・ボランティア活動など様々な場面で教育活動を支えている。
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